
決算書掲載頁　P203

消防職員の火災･救急･救助技術の向上及び維持並びに火災予防知識の向上のため、研修を通じ知識、技術の習得を
図る。

事
業
費
・
財
源

細事業：消防職員研修事業 07事業
優先順位

事業
実施主体

事業開始
年　　　度

根拠
法令

整理
番号

事業費 総コスト

人件費

公債費財
源
内
訳

内
訳

平成24年度 比　較 平成24年度 比　較

目

的

妥当性 効率性 有効性評

価

今
後
の
方
向
性

職員数

再任用職員数

3

直営 昭和47年度以前

消防職員

継続的に研修派遣を実施し、知識、技術の習得を図る。

A B B

一般財源

41,1915,483

35,708

0

4.50

0.00

5,393

0

0

90

(決算額) (千円) (千円)

対
象
者

１　消防大学及び消防学校における各種教養課程へ消防職員３７名を派遣する。
２　資格取得及び技術講習会を消防職員３７名が受講する。目

標

一人あたり

世帯あたり 874

365

事業費

参
考

5,483

(円)

(円)

(人)

(人)

コ
ス
ト
情
報
・
従
事
職
員
数

助成金

0

0

国府支出金

地方債

法に則り、職場の衛生管理を図り、消防職員の健康の保持・増進を図る。

事
業
費
・
財
源

細事業：消防職員安全・衛生管理事業 01事業
優先順位

事業
実施主体

事業開始
年　　　度

根拠
法令

整理
番号

事業費 総コスト

人件費

公債費財
源
内
訳

内
訳

平成24年度 比　較 平成24年度 比　較

目

的

妥当性 効率性 有効性評

価

今
後
の
方
向
性

職員数

再任用職員数

4

直営 平成4年度 労働基準法、労働安全衛生法、地方公務員法

消防職員

健康的な職務の場を作り、消防職員のより高い健康状態を確保するとともに、消防職員の安全管理を推進し、公務災害
の防止及び軽減を図る。

A B B

一般財源

16,180692

4,761

10,727

0.60

0.00

692

0

0

0

(決算額) (千円) (千円)

対
象
者

１　消防職員１１３名に対し健康診断（日勤業務者は年１回、隔日勤務者は年２回）を実施する。
２　B型肝炎及びインフルエンザワクチンを該当者へ接種する。
３　粗大ごみ等、消防施設から出るごみの処分を定期的に行う。

目

標

一人あたり

世帯あたり 343

143

事業費

参
考

692

(円)

(円)

(人)

(人)

コ
ス
ト
情
報
・
従
事
職
員
数

その他特定財源

0

0

国府支出金

地方債



細事業：消防職員研修事業                                      

 

災害要因も環境の変化とともに大きく様変わりし、消防業務も一層の高度化、専門化が要求されるようになり、

消防職員の責務はますます重大になっている。特に救急分野においては、救急救命士法が施行されて以降、全国

的にも救急救命士による高度救命業務が定着し、救急に対する市民の期待が増大しており、さらに気管挿管、薬

剤投与等の救急救命士の処置範囲が拡大したことにより、当市においても、救急救命士の処置範囲拡大に伴う認

定取得や技能維持を図る研修等を積極的に実施し、高度化する救急業務に対応している。 

また大阪府立消防学校における専科教育研修派遣を積極的に実施するとともに、消防職員のための惨事ストレ

スの理解と予防研修や安全運転管理者講習等、各種講習会への派遣並びに資格取得を実施した。 

 

平成２４年度消防職員の資質向上事業に伴う研修等実績 

職 

員 

教 

養 

学校派遣教養 

消防大学校 幹部科 1名 

大阪府立消防学校 

警防科、予防査察科、危険物科 

救急科、救助科、中級幹部科 

薬剤投与講習 等 

33名 

委託教養 

近畿大学医学部附属病院 

救命救急センター 

救急救命士就業前研修 

救急救命士再教育技能維持研修 

救急救命士気管挿管病院実習 

救急救命士薬剤投与病院実習 

4名 

寺元記念病院 

岡記念病院 

大阪南医療センター 

救急救命士技能維持研修 36名 

資格取得 

無線従事者養成講習、安全運転管理者講習 

大阪府公安委員会安全運転管理者講習 

自動車中型免許教習、予防技術検定 

玉掛け技能講習、小型移動式クレーン運転技能講習 

酸素欠乏硫化水素危険作業主任者技能講習 等 

各1名 

 

細事業：消防職員安全・衛生管理事業                                          

 

労働安全衛生法施行規則による交替制勤務者の定期健康診断を実施した。また、感染症予防対策の一環として、

現場活動時における血液感染を予防するため、Ｂ型肝炎ワクチン接種を実施すると伴に、冬季に感染型インフル

エンザの患者との接触が多く、罹患する恐れの多い救急隊員にインフルエンザ予防接種を実施した。 

 

        


